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§１ はじめに

耐震性能に関するリスクコミュニケーションを確立す

るための基礎調査結果をまとめてきた1)。本報では耐震

強度に関するリスクコミュニケーションの成立をめざし，

対話にどのような条件が必要とされているのか整理する。

§２ 調査方法

既報1)では図１のようにリスクコミュニケーションの

段階を３段階に設定，すでに市民が２段階目に達しなが

ら合理的意思決定には至っていないことを明らかにした。

図１ リスクコミュニケーションにおける建築主のステージ

本図に基づきインターネット調査を実施した。対象者

は全国の30-60 表１ 調査概要

代 男 女 と し

て，居住形態

は集合住宅と

戸建てを半数

としてサンプ

リ ン グ し た

（表１）。

§３ リスクコミュニケーション確立への建築主の要望

3.1 構造設計に対する誤解とその払拭

リスクコミュニケーションに向けての障害は，まず構

造設計全般について建築主となる市民の理解が十分でな

いことである。回答者が建築基準法で定められた耐震強

度（震度６強程度を想定条件として質問）をどのように

理解しているかをま

とめた（図２）。ほ

とんどの回答者が十

分安全か標準的との

理解をしており，基

準法が最低限を規定

していると明確には

認識されていない。図２ 建築基準法における耐震強度の意味

3.2 構造性能の決定に関して建築主が起こす行動

住宅購入時に行いたい対策を質問した結果，基準法を
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満たせばよいと考える人は少なく，図３より，さまざま

な確認行為を考えていることが分かる。ただしチェック

・確認はしても，対話や説明を選ぶ率は低い。

図３ 住宅購入時に行う耐震性能についての対策

3.3 購入時の構造性能の情報公開に対する要望

構造性能について説明を希望する率は高い。特に購入

時の情報公開に関して

回答者の過半数は，現

状では不十分と考えて

いる（図４）。不足す

ると考えている情報は

図５に示すように，地

盤や免震かどうかに関

する情報であった。 図４ 購入時の情報公開

図５ 不足する情報内容

免震や材料強度については，マンションのパンフレッ

ト等ですでに説明されている内容であるが，不足と認識

されている。地震時の安全性等は説明がすでに行われて

いるので情報が十分と考えられた可能性はあるが，現時

点で購入時に説明が少ない室内被害や地震後に住めるか
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どうかについて，情報不十分と思う人は半数を下回った。

情報公開に対する要望としては，特に購入前の説明が

重要だと考えていることが分かる（図６）。現在は戸建

て・集合住宅とも購入検討時の説明は十分に行われてい

るとは限らず，この段階での性能説明が求められている。

図６ 住宅の構造品質に関する情報開示で重視するもの

3.4 回答者の属性による意識の特徴

クロス集計より（図７），集合住宅では耐震設計で想

定地震の大きさを決定しているのが建築主（45％），ま

たは両者の合意に基づくと考えられている率が30％を超

過している。現在のマンション設計で耐震性能グレード

を指定する発注者は多くはないと思われるが，市民は建

築主(ﾏﾝｼｮﾝﾃﾞｨﾍﾞﾛｯﾊﾟｰ)が決めてくれると考えている。

図７ 住宅の耐震設計(現状)で想定地震を決定する立場

また今回の回答者は自主性と意思決定について図８の

特徴をもつ集団である。住宅購入時の情報収集に対する

自主性（+4～-4）は多数が＋側に位置しており高いが，

意思決定力（+4～-4）は0あるいは低いと自己評価した。

購入時のリスクコミュニケーションを希望する回答者

は図９のように90％超になった。自主性の高い回答者属

性が影響した可能性があるが，リスクコミュニケーショ

ンに対する要望は極めて高い結果になった。このことは，

構造性能のリスクコ

ミュニケーションを

避けて通れないこと

を意味する。構造性

能の説明方法として

は，構造計算方法など 図９ 購入時のﾘｽｸｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

の多くの項目で「設計者からの説明」を望んでいる。

§４ 説明と対話における要素

対話に必要な条件として，リスクコミュニケーション

の先行研究2)では「信頼」を重要な要素としてとりあげ，

不安が安心に変わるためには信頼と参加がキーになるこ
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図８ 回答者の自主性と意思決定に関する自己評価

とをあげている（図10）。これに今回の調査結果を重ね

ると（図11），情報不足と感じる割合が高く，質への満

足度合いはどちらともいえないとする傍観・未定の割合

が高い。耐震設計への満足感を安心・不安と読み替えれ

ば，本調査では耐震設計の質を信頼していない不安型の

回答者が多かった。これは吉川ら2)の無知型不安におお

よそ相当する。今後はまず情報を提供し能動型に移行さ

せ，不安から安心に移行してもらうことが求められる。

そのためには，市民自らの学習または専門家からの情報

提供が必要であるが，耐震設計では専門家の情報提供が

主になり，説明性の向上に関する具体策をすみやかに実

施することが必要である。不安を安心に変えるために専

門家に何ができるか，具体的な対応が問われている。

図10 安心の分類
2)

図11 本調査における安心の枠組

§５ おわりに

回答者は耐震設計に信頼をもてず，知識不足があるな

か，意思決定に関しては弱い面をもち，設計者による説

明を求めたり，グレードを選びたいとの意思をもつこと

が分かった。対話の成立条件を今後も分析する。
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